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株 主 各 位 

 

 

平成３０年３月期定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

 

 

連結計算書類の連結注記表・・・・・・・・１～６頁 

計算書類の個別注記表・・・・・・・・・・７～１１頁 

 

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで） 

 

 

株式会社 安藤・間 
 
 
 
 

上記事項につきましては、法令および当社定款第 15条の規定に基づき、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（http://www.ad-hzm.co.jp/ir/convocation.html）に掲載す
ることにより、株主の皆様にご提供しております。 
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連 結 注 記 表 
 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1) 連結の範囲に関する事項 

①連結子会社の数 ６社（前連結会計年度９社） 

 主な連結子会社の名称 安藤ハザマ興業㈱、青山機工㈱、菱晃開発㈱、㈱アーバンプランニング、ハザマア

ンドウ（タイランド）、ハザマアンドウムリンダ（インドネシア共和国） 

 連結子会社であったハザマアンドウシンガポール、ハザマアンドウマレーシア、ア

ンドウマレーシアは重要性が低下したため、当連結会計年度より連結の範囲から除

外している。 

②主要な非連結子会社の名称 東大インタラクト PFI㈱ 

 連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、企業集団における重要性が低く、またこれらの総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結計算書類に重要な影響を及ぼしておらず、かつ全体としても重要性がないた

め、連結の範囲から除外している。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

①持分法を適用した非連結子会社及び関連会社 

無し  

②持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

 主要な会社等の名称  

 （非連結子会社） 東大インタラクト PFI㈱ 

 （関連会社） ㈱くまもとアカデミックサービス、青山エナジーサービス㈱ 

持分法を適用していない理由 持分法非適用会社である非連結子会社及び関連会社については、それぞれ連結純損

益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな

いため、これらの会社に対する投資については持分法を適用せず原価法により評価

している。 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちハザマアンドウ（タイランド）他在外子会社計２社の決算日は 12 月 31 日である。連結計算書類の

作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用している。ただし、１月１日から連結決算日３月 31日までの期間

に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。 

上記以外の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致している。 

(4) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券  

 その他有価証券  

  時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 移動平均法による原価法 

②デリバティブ 時価法 

③たな卸資産  

 販売用不動産 個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 未成工事支出金 個別法による原価法 

 その他事業支出金 

 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 材料貯蔵品 移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(5) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

（リース資産を除く） 

建物（附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については定額法（連結子会社１社は定率法）、その他の有形固定資産に

ついては定率法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっている。 

②無形固定資産  

（リース資産を除く） 

定額法によっている。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっている。 
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③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

(6) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

いる。 

②完成工事補償引当金 完成工事に係わる責任補修に備えるため、過去の一定期間における補修実績率に基

づく算定額及び特定物件における将来の補修見込額を計上している。 

③賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上している。 

④工事損失引当金 受注工事に係わる将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、その

損失見込額を合理的に見積もることができる工事について、当該損失見込額を計上

している。 

⑤環境対策引当金 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により義務

付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、当該処理費用見込額を計上して

いる。 

⑥役員株式給付引当金 株式交付規定に基づく取締役等への当社株式の交付に備えるため、当該株式給付債

務の見込額を計上している。 

(7) 退職給付に係る会計処理の方法 

①退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっている。 

②数理計算上の差異及び過去勤務

費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理している。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（３年）による定額法により費用処理している。 

③簡便法の採用 一部の退職一時金制度は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用

している。 

(8) 収益及び費用の計上基準 

①完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準（進捗度の見

積りは主として原価比例法）を、その他の工事契約については工事完成基準を適用している。 

②ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっている。 

(9) 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 

(10) ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっている。ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権

債務等については、振当処理を行っている。 

また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…デリバティブ取引（金利スワップ及び為替予約取引） 

ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性がある資産・負債のうち、相場変動等

が評価に反映されていないもの及びキャッシュ・フローが固定されその変動が回避

されるもの。 

③ヘッジ方針 現在又は将来において、ヘッジ対象となる資産・負債が存在する場合に限りデリバ

ティブ取引を利用する方針であり、短期的な売買差益の獲得や投機を目的とするデ

リバティブ取引は行わない。 

  

④ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性の判定時点までの期間におけるヘッジ対象及びヘッジ手

段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計額を比較することにより、ヘッジ

の有効性を評価している。 

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略して

いる。 
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(11) 表示方法の変更 

連結損益計算書関係 前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めていた「支払手数料」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとした。なお、

前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含まれる「支払手数料」は 142百万円

である。 

 前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含めていた「固定資産売却損」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとした。な

お、前連結会計年度の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産売却損」は 16

百万円である。 

 前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含めていた「訴訟関連損失」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとした。なお、

前連結会計年度の特別損失の「その他」に含まれる「訴訟関連損失」は 74 百万円

である。 

 

２．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

  ①次の債務に対して下記の資産を担保に供している。 

 債務の内容   

  短期借入金 85百万円  

  長期借入金 728百万円  

 担保差入資産   

  建物・構築物 757百万円  

  土地 911百万円  

  計 1,669百万円  

  ②短期コミットメントライン契約（平成 29年９月～平成 30年９月 コミットメントラインの総額 10,000百万円） 

   の根抵当権に対して下記の資産を担保に供している。なお、対応する借入残高はない。 

  投資有価証券 4,991百万円  

  ③ＰＦＩ事業を営む当社グループ出資会社の借入金（4,181百万円）等に対して下記の資産を担保に供している。 

  投資有価証券 99百万円  

  長期貸付金 127百万円  

  流動資産・その他（短期貸付金） 2百万円  

  計 229百万円  

(2) 偶発債務   

  次の借入金に対して債務保証を行っている。 

 従業員の借入 1百万円  

(3) コミットメントライン   

  当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行とコミットメントライン（特定融資枠）契約を締結している。 

 取引銀行数 ４行  

 契約極度額 10,000百万円  

 借入実行残高 －  

   差引額 10,000百万円  

(4) 期末日満期手形の会計処理 

  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末日残高に含まれている。 

 受取手形 53百万円 

(5) 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 

  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示している。 

 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 118百万円  
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３．連結損益計算書に関する注記 

(1) 工事進行基準による完成工事高 327,195百万円    

(2) 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 150百万円    

(3) 減損損失   

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上している。 

 
用途 種類 場所 

減損損失 

（百万円） 

 

 
賃貸資産 土地 神奈川県 24  

 

 
遊休資産 土地、借地権 千葉県、埼玉県 727 

 

 当社グループは、原則として地域別で資産のグルーピングを実施し、また賃貸資産、遊休資産については個々の物

件単位でグルーピングしており、減損損失の判定を行っている。 

 賃貸資産は、市場価格の下落及び収益性の低下により、また遊休資産は、当連結会計年度において遊休状態となり、

今後の利用計画もないことにより、上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上している。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、帳簿価額に重要性があるものについては鑑定評価額、そ

れ以外については路線価等に基づき算定している。 

(4) 研究開発費の総額 3,611百万円    

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項   

 
株式の種類 

当連結会計年度期首

の株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末

の株式数（株） 

 

 普通株式 185,209,189 1,951,072 － 187,160,261  

    

 （変動事由の概要）   

 普通株式   

  2019年満期円貨建取得条項付転換社債型新株予約権付社債の 

転換による増加 
1,951,072株 

 

   

(2) 自己株式に関する事項   

 
株式の種類 

当連結会計年度期首

の株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末

の株式数（株） 

 

 普通株式 686,755 3,525 28,659 661,621  

    

 （変動事由の概要）   

 普通株式   

  単元未満株式の買取りによる増加 3,525株  

  代用自己株式の交付による減少 15,700株  

  単元未満株式の買増し請求による減少 209株  

  役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の交付及び給付による減少 12,750株  

   

(3) 剰余金の配当に関する事項   

 ①配当金支払額等   

 
決議 株式の種類 

配当金の 

総額（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

 

 平成 29年６月 29日 

定時株主総会（注 1） 
普通株式 2,034  11.00 

平成 29年 

３月 31日 

平成 29年 

６月 30日 

 

 平成 29年 11月 10日 

取締役会（注 2） 
普通株式 1,849 10.00 

平成 29年 

９月 30日 

平成 29年 

12月６日 

 

 
計  3,884   

  

 （注 1）平成 29年６月 29日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当

社株式に対する配当金４百万円が含まれている。 

（注 2）平成 29年 11月 10日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株

式に対する配当金４百万円が含まれている。 
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 ②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの  

 
決議予定 株式の種類 配当の原資 

配当金の 

総額（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

 

 平成 30年６月 28日 

定時株主総会（注） 
普通株式 利益剰余金 2,803 15.00 

平成 30年 

３月 31日 

平成 30年 

６月 29日 

 

 （注）平成 30年６月 28日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社

株式に対する配当金６百万円が含まれている。 

    

(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類 

及び数 

  普通株式 91,700株  

 

５．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 当社グループは、資金調達については主に銀行借入や社債発行により行っており、一時的な余剰資金の運用は安

全性の高い短期的な預金等に限定している。受取手形、完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、各社の内
規に従い、リスク低減を図っている。また、投資有価証券は、主として株式であり、定期的に時価の把握を行って
いる。 

借入金の使途は主に運転資金である。また、デリバティブ取引は、ヘッジ取引を目的とした為替予約取引及び金

利スワップ取引等であり、各社の内規に従い行っている。なお、当社グループが利用しているデリバティブ取引に

投機目的のものはない。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成 30 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていない（（注２）参照）。 

  （単位：百万円） 
 

  連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

 

 (1) 現金預金 110,768 110,768 －  

 (2) 受取手形・完成工事未収入金等 105,434 105,428 △6  

 (3) 有価証券及び投資有価証券     

   その他の有価証券 48,171 48,171 －  

 資産計 264,374 264,367 △6  

 (1) 支払手形・工事未払金等 88,461 88,461 －  

 (2) 短期借入金 21,879 21,879 －  

 (3) 1年内償還予定の社債 362 362 －  

 (4) 社債 569 570 1  

 (5) 長期借入金 8,397 8,431 34  

 負債計 119,670 119,705 35  

 デリバティブ取引※ (30) (30) －  

 ※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で債務となる項目に 

 ついては（ ）で示している。 

  

 （注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項  

  資産  

  (1) 現金預金  

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

  (2) 受取手形・完成工事未収入金等  

 これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味し

た利率により割り引いた現在価値によっている。 

  (3) 有価証券及び投資有価証券 

 これらの時価については、取引所の価格によっている。但し、譲渡性預金等については、短期間で決済さ

れるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

  負債 

  (1) 支払手形・工事未払金等、(2) 短期借入金、並びに(3)１年内償還予定の社債 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

  (4) 社債 

 当社の発行する社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金

の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によっている。 
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  (5) 長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっている。但し、変動金利による長期借入金については、金利が一定期間ごとに更改

される条件となっており、短期間で市場金利を反映しているため時価は帳簿価額と近似していると考えられ

ることから、当該帳簿価額によっている。また、変動金利による長期借入金の一部は、金利スワップの特例

処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行っ

た場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっている。 

  デリバティブ取引 

 デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。金

利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。 

  

 （注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  （単位：百万円）  

 
区分 連結貸借対照表計上額  

 
非上場株式等※１ 3,635  

 
１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債※２ 8,714  

 ※１ 非上場株式等については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、 

    「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めていない。 

 ※２ 転換社債型新株予約権付社債については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め 

   られることから、時価開示の対象としていない。 

  

 （注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

    （単位：百万円）  

 
区分 １年以内 １年超５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超  

 
現金預金 110,768 － － －  

 
受取手形・完成工事未収入金等 101,157 4,277 － －  

 
有価証券及び投資有価証券 29,999 － － －  

 
合計 241,925 4,277 － －  

 
６．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 651円 77銭  

(2) １株当たり当期純利益 128円 97銭  

 

７．その他追加情報の注記 

取締役及び執行役員に対する業績

連動型株式報酬制度 

(1) 取引の概要 

 当社は、取締役及び執行役員（社外取締役及び国内非居住者を除く。以下併せ

て「取締役等」という。）へのインセンティブプランとして、平成 28年度から株

式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入している。本制度は当社の中長期

的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的とした、会社

業績との連動性が高く、かつ透明性及び客観性の高い報酬制度である。 

 具体的には、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信

託」という。）と称される仕組みを採用し、役位及び業績目標の達成度等に応じ

て取締役等にＢＩＰ信託により取得した当社株式及びその換価処分金相当額の

金銭を交付及び給付するものである。 

 (2) 信託に残存する当社株式 

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により、純資産の部に自己株式として計上している。当連結会計年度末における

当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、239百万円及び 419,850株である。 
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個 別 注 記 表 
 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法  

①有価証券  

 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 その他有価証券  

  時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

  時価のないもの 移動平均法による原価法 

②デリバティブ 時価法 

③たな卸資産  

 販売用不動産 個別法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

 未成工事支出金 個別法による原価法 

 その他事業支出金 個別法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

 材料貯蔵品 移動平均法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

(2) 固定資産の減価償却の方法  

①有形固定資産 

（リース資産を除く） 

建物（附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法、その他の有形固定資産については定率法によって

いる。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

②無形固定資産  

（リース資産を除く） 

定額法によっている。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっている。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっている。 

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

(3) 引当金の計上基準  

①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

②完成工事補償引当金 完成工事に係わる責任補修に備えるため、過去の一定期間における補修実績率に

基づく算定額及び特定案件における将来の補修見積額を計上している。 

③賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上している。 

④工事損失引当金 受注工事に係わる将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、そ

の損失見込額を合理的に見積もることができる工事について、当該損失見込額を

計上している。 

⑤退職給付引当金 従業員の退職給付に充てるため、当事業年度における見込額に基づき、退職給付

債務から年金資産の額を控除した額を計上している。 

退職給付見込額の帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっている。 

数理計算上の差異及び過去勤務

費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理している。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（３年）による定額法により費用処理している。 

簡便法の採用 一部の退職一時金制度は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用

している。 

⑥環境対策引当金 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により義

務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、当該処理費用見込額を計上

している。 
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⑦役員株式給付引当金 株式交付規定に基づく取締役等への当社株式の交付に備えるため、当該株式給付

債務の見込額を計上している。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

①短期コミットメントライン契約（平成 29年９月～平成 30年９月 コミットメントラインの総額 10,000百万円） 

の根抵当権に対して下記の資産を担保に供している。なお、対応する借入残高はない。 

  投資有価証券 4,991百万円  

②ＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金（4,181百万円）等に対して下記の資産を担保に供している。 

  関係会社株式 67百万円  

  投資有価証券 24百万円  

  流動資産・その他（短期貸付金） 2百万円  

  長期貸付金 127百万円  

  計 221百万円  

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 16,004百万円  

 

 

 

(4) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準（進捗度の見積

りは原価比例法）を、その他の工事契約については工事完成基準を適用している。 

(5) 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 

(6) ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっている。ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債

権債務等については、振当処理を行っている。 

また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用してい

る。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…デリバティブ取引（金利スワップ及び為替予約取引） 

ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性がある資産・負債のうち、相場変動

等が評価に反映されていないもの及びキャッシュ・フローが固定されその変動が

回避されるもの。 

③ヘッジ方針 現在又は将来において、ヘッジ対象となる資産・負債が存在する場合に限りデリ

バティブ取引を利用する方針であり、短期的な売買差益の獲得や投機を目的とす

るデリバティブ取引は行わない。 

④ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性の判定時点までの期間におけるヘッジ対象及びヘッジ

手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計額を比較することにより、ヘ

ッジの有効性を評価している。 

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略し

ている。 

(7) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

退職給付に係る会計処理の方法 計算書類において、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照

表における取扱いが連結計算書類と異なっている。 

(8) 表示方法の変更  

損益計算書関係 前事業年度において、営業外費用の「その他」に含めていた「支払手数料」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することとした。なお、前

事業年度の営業外費用の「その他」に含まれる「支払手数料」は 142百万円であ

る。 

 前事業年度において、特別損失の「その他」に含めていた「固定資産売却損」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することとした。なお、前

事業年度の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産売却損」は 16 百万円で

ある。 

 前事業年度において、特別損失の「その他」に含めていた「訴訟関連損失」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することとした。なお、前

事業年度の特別損失の「その他」に含まれる「訴訟関連損失」は 74 百万円であ

る。 
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(3) 偶発債務   

  次の借入金に対して債務保証を行っている。 

 従業員の借入 1百万円  

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短期金銭債権 202百万円  

 長期金銭債権 409百万円  

 短期金銭債務 19,868百万円  

(5) コミットメントライン   

  当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行とコミットメントライン（特定融資枠）契約を締結している。 

 取引銀行数 ４行  

 契約極度額 10,000百万円  

 借入実行残高 －  

   差引額 10,000百万円  

(6) 期末日満期手形の会計処理 

  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末日残高に含まれている。 

 受取手形 51百万円  

(7) 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 

  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示している。 

 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 118百万円  

 

３．損益計算書に関する注記 

(1) 工事進行基準による完成工事高 324,662百万円  

(2) 関係会社との取引高 

 営業取引による取引高   

  売上高 66百万円  

  売上原価 58,635百万円  

 営業取引以外の取引高 828百万円  

(3) 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 150百万円  

(4) 減損損失   

  当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上している。 

 
用途 種類 場所 

減損損失 

（百万円） 

 

 
賃貸資産 土地 神奈川県 24 

 

 
遊休資産 土地、借地権 千葉県、埼玉県 727 

 

 当社は、原則として地域別で資産のグルーピングを実施し、また賃貸資産、遊休資産については個々の物件単位で

グルーピングしており、減損損失の判定を行っている。 

 賃貸資産は、市場価格の下落及び収益性の低下により、また遊休資産は、当事業年度において遊休状態となり、今

後の利用計画もないことにより、上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上している。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、帳簿価額に重要性があるものについては鑑定評価額、そ

れ以外については路線価等に基づき算定している。 

(5) 研究開発費の総額 3,611百万円  

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び数 

 普通株式 661,621株  

 （うち、ＢＩＰ信託が所有する自己株式）  （419,850株）   
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５．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

 賞与引当金 773百万円  

 完成工事補償引当金 692百万円  

 工事損失引当金 106百万円  

 貸倒引当金 9百万円  

 土地評価損 1,416百万円  

 建物評価損 206百万円  

 退職給付引当金 4,232百万円  

 その他 2,935百万円  

 繰延税金資産小計 10,373百万円  

 評価性引当額 △2,441百万円  

 繰延税金資産合計 7,931百万円  

  繰延税金負債   

 土地評価益 851百万円  

 建物評価益 199百万円  

 投資有価証券評価益 588百万円  

 その他有価証券評価差額金 1,834百万円  

 その他 249百万円  

 繰延税金負債合計 3,724百万円  

 繰延税金資産の純額 4,207百万円  

   

６．関連当事者との取引に関する注記 

                  （単位：百万円） 

種
類 

会社等の 
名称 

議決権 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者との
関係 取引 

の 
内容 

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

子
会
社 

安藤ハザマ
興業㈱ 

所有 
直接 
100％ 

従業員 
４名 

資機材
の仕入
等 

資機材の
仕入等 

42,535 
工事 
未払金 

15,283 

子
会
社 

青山機工㈱ 
所有 
直接 
100％ 

従業員 
４名 

工事施
工協力
等 

工事施工
協力等 

15,424 
工事 
未払金 

4,450 

 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注１） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し契約の都度価格交渉を行って決定している。 

 （注２） 取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 619円 27銭  

(2) １株当たり当期純利益 126円 57銭  
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８．その他追加情報の注記 

取締役及び執行役員に対する業績

連動型株式報酬制度 

(1) 取引の概要 

 当社は、取締役及び執行役員（社外取締役及び国内非居住者を除く。以下併せ

て「取締役等」という。）へのインセンティブプランとして、平成 28年度から株

式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入している。本制度は当社の中長期

的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的とした、会社

業績との連動性が高く、かつ透明性及び客観性の高い報酬制度である。 

 具体的には、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信

託」という。）と称される仕組みを採用し、役位及び業績目標の達成度等に応じ

て取締役等にＢＩＰ信託により取得した当社株式及びその換価処分金相当額の

金銭を交付及び給付するものである。 

 (2) 信託に残存する当社株式 

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により、純資産の部に自己株式として計上している。当事業年度末における当該

自己株式の帳簿価額及び株式数は、239百万円及び 419,850株である。 

 

 


